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土木 工事 

発注者 基準・要領・ガイドライン名 年度 

国土交通省 電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】 平成 28 年 3 月 

NEXCO 工事記録写真等撮影要領 平成 28 年 7 月 

北海道開発局 情報共有・電子納品運用ガイドライン【工事編】 平成 28 年 9 月 

関東地方整備局 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

北陸地方整備局 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

中部地方整備局 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

近畿地方整備局 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

中国地方整備局 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

四国地方整備局 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

九州地方整備局 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

沖縄総合事務局 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

北海道 情報共有/電子納品運用ガイドライン【業務編】 平成 28 年 8 月 

山形県 山形県電子納品運用マニュアル 平成 28 年度 

宮城県 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

千葉県 電子納品運用ガイドライン【土木工事編】 平成 28 年 1 月 

長野県 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

山梨県 山梨県県土整備部電子納品運用マニュアル 平成 29 年 4 月 

愛知県 愛知県電子納品運用ガイドライン(案) 平成 28 年 3 月 

新潟県 電子協議・電子納品運用ガイドライン(案)【工事編】 平成 28 年 3 月 

京都府 京都府電子納品ガイドライン(土木工事)(案) 平成 28 年 4 月 

岡山県 岡山県電子納品ガイドライン(案)【工事編】 平成 28 年 1 月 

長崎県 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

宮崎県 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

沖縄県 電子納品に関する手引き(案) 平成 27 年 7 月 

営繕 工事 

土木技 Civil-CALS / 土木技 Road-CALS Ver4.1 

詳 細 情 報 

日頃は格別なお引き立て、厚くお礼申し上げます。  

 さて この度弊社では、平成 29 年 1 月 10 日に「土木技 Civil-CALS/Road-CALS Ver4.1」をリリース致しました。 

各省庁・都道府県が発注する最新の電子納品要領・ガイドライン等に対応しました。 

  

2017 年 1 月 10 日 

「土木技 Civil-CALS/Road-CALS」Ver4.1 では、各省庁及び各都道府県の最新の土木系電子納品基準に対応を行いました。 

 

電子納品対応基準の更新 
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発注者 基準・要領・ガイドライン名 年度 

山形県 山形県電子納品運用マニュアル 平成 28 年度 

山梨県 山梨県県土整備部電子納品運用マニュアル 平成 29 年 4 月 

愛知県 愛知県電子納品運用ガイドライン(案) 平成 28 年 3 月 

※ 営繕基準をご利用の場合は「営繕・電気設備オプション」が必要です。 

 

電気通信設備 工事 

発注者 基準・要領・ガイドライン名 年度 

国土交通省 電子納品等運用ガイドライン【電気通信設備工事編】 平成 28 年 3 月 

国土交通省港湾

局 
国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

水資源機構 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

北海道開発局 北海道開発局における電子納品に関する手引き(案）【工事編】 平成 28 年 9 月 

関東地方整備局 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

北陸地方整備局 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

中部地方整備局 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

近畿地方整備局 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

中国地方整備局 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

四国地方整備局 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

九州地方整備局 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

沖縄総合事務局 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

北海道 情報共有/電子納品運用ガイドライン【業務編】 平成 28 年 8 月 

茨城県 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

山形県 山形県電子納品運用マニュアル 平成 28 年度 

千葉県 電子納品運用ガイドライン【土木工事編】 平成 28 年 1 月 

長野県 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

山梨県 山梨県県土整備部電子納品運用マニュアル 平成 29 年 4 月 

石川県 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

岐阜県 CAD 製図基準［電気通信設備編］ 平成 27 年 4 月 

京都府 国土交通省に準拠 平成 28 年 3 月 

愛知県 愛知県電子納品運用ガイドライン(案) 平成 28 年 3 月 

沖縄県 電子納品に関する手引き(案) 平成 27 年 7 月 

※ 営繕基準をご利用の場合は「営繕・電気設備オプション」が必要です。 


